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1．広域化・共同化の意義

2021/7/27

下⽔道事業の現状と課題
下⽔道施設（管路、ポンプ場、処理場等）の⽼朽化による更新需要の増加

⇒管きょ調査等維持管理費の増加

⼈⼝減少等による有収⽔量の減少
⇒使⽤料収入の減少

下⽔道技術職員の減少
⇒技術⼒の不⾜

（出典︓国⼟交通省 「広域化・共同化の推進」をもとに作成）

多くの地⽅公共団体では、従来通りの事業運営では持続的な事業の執⾏が困難になりつつある
執⾏体制の確保や経営改善により良好な事業運営を継続するためには、様々な取組が必要

★なぜ広域化・共同化が必要となるか︖

スケールメリットを生かして効率的な管理が可能



0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

S44 S46 S48 S50 S52 S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11H13H15H17H19H21H23H25H27H29 R1

整
備

延
⻑

（
k
m

）
年度別管きょ整備延⻑

コンクリート管 塩ビ管 更生管

4

（１）施設の⽼朽化状況

2021/7/27

（出典︓⼯務維持係作成資料）

2．⼩⾦井市下⽔道事業の現状

布設後法定耐⽤年数とされる50年を経過した管きょは、約1割を占めている
（令和2年時点）
10年後（令和12年）には、8割を超える管きょが法定耐⽤年数を超過する⾒込み

8%

75%

4%
5% 5% 3%

経過年数割合
50年以上 40年以上〜50年未満 30年以上〜40年未満
20年以上〜30年未満 10年以上〜20年未満 10年未満

※起算年度︓令和2年（2020）
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（２）執⾏体制

2021/7/27

2．⼩⾦井市下⽔道事業の現状
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下⽔道課職員数の推移
課⻑ 業務設備係 ⼯務維持係

（出典︓⼩⾦井市下⽔道課職員数調べ）

下⽔道事業に従事する職員数は概ね横ばい

※非常勤職員を含む



12

31 
15 15 10 7 12 

79 

8 
16 

5 6 11 
3 7

3

12 

7 6 
6 5 

5 

13 

3 

8 

5 
3 

3 
3 

9,922 

4,284 
6,705 

9,023 

16,274 

9,461 

13,971 

4,606 

11,140 
8,123 

17,915 

25,206 

8,991 

19,468 20,565 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

20

40

60

80

100

多
摩
市※

立
川
市

武
蔵
野
市

三
鷹
市

府
中
市

昭
島
市

調
布
市

町
田
市

⼩
⾦
井
市

⼩
平
市※

日
野
市

東
村
山
市

国
分
寺
市

東
久
留
米
市

西
東
京
市※

職
員

1
⼈

あ
た

り
の

処
理

区
域

内
⼈

⼝
（

⼈
/⼈

）

職
員

数
（

⼈
）

職員数及び職員1⼈あたり処理区域内⼈⼝
資本勘定所属職員

損益勘定所属職員
職員1⼈あたりの処理区域内⼈⼝
多摩地域類似団体平均
全国類似団体平均

全国類似団体
平均値：6,455人/人
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 職員1⼈あたりの処理区域内⼈⼝＝処理区域内⼈⼝÷職員数

（出典︓R1地⽅公営企業年鑑）※職員数に非常勤職員は含まない
※多摩地域類似団体平均値はR1地⽅公営企業年鑑データをもとに算定、全国類似団体平均値はR1下⽔道経営指標値を採⽤

多摩地域類似団体
平均値：12,377人/人

2．⼩⾦井市下⽔道事業の現状
（２）執⾏体制

多摩地域の類似団体※ 15団体のうち
→職員数が5番目に少ない
→職員1⼈あたりの処理区域内⼈⼝は平均的
（7番目に多い）

※処理区域内⼈⼝10万⼈以上、 処理区域内⼈⼝密度100⼈/ha以上

全国の類似団体69団体と比較
→職員1⼈あたりの処理区域内

⼈⼝は平均より多い

※法適⽤企業
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平均値：0.0114人/km
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 管きょ1kmあたりの維持管理職員数＝管きょ部門職員数÷管きょ延⻑

（出典︓R1地⽅公営企業年鑑）※多摩地域と全国類似団体平均値はR1地⽅公営企業年鑑データをもとに算定

多摩地域の類似団体15団体のうち
→管きょ1kmあたり維持管理職員数が2番目に多い

全国類似団体
平均値：0.0119人/km

2．⼩⾦井市下⽔道事業の現状
（２）執⾏体制

全国の類似団体69団体と比較
→管きょ1kmあたり維持管理職員数は平均より多い

※法適⽤企業
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債償還⾦を加えた費⽤をどの程度賄えているかを表す指標
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（出典︓R27〜R1決算統計）

2．⼩⾦井市下⽔道事業の現状

※収益的収⽀比率＝総収益÷（総費⽤＋地⽅債償還⾦）

100％以上となっていることから、現時点では安定した経営状況である

（３）財政状況

※総務省経営分析表には、法適⽤企業と類似団体区分が同じため、収益的収⽀比率の類似団体平均を表⽰していないため、
類似団体と比較できない
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2．⼩⾦井市下⽔道事業の現状
（３）財政状況

100％以上となっていることから、使⽤料で回収すべき経費を全て使⽤料で賄えている状況となり、
類似団体と比較しても⾼い数値となっていることから、下⽔道経営現状としては良好な状況

※経費回収率＝使⽤料単価÷汚⽔処理原価

 経費回収率は、使⽤料で回収すべき経費を、どの程度使⽤料で賄えているかを表した指標
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（１）施設の⽼朽化による維持管理費⽤の増加

2021/7/27

集中的に整備
今後の10年間は⽼朽化施設の更新時期が到来

（出典︓⼯務維持係作成資料）

今後の10年間で施設の更新ピークを迎え、膨⼤な改築・更新費⽤が⾒込まれる

3．課題の整理
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（１）施設の⽼朽化による維持管理費⽤の増加

2021/7/27

（出典︓H26〜R1決算統計）

3．課題の整理

施設の⽼朽化により、修繕費や委託費（点検調査費⽤等）は増加傾向にある
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（２）⼈⼝減少による使⽤料収⼊の減少

2021/7/2
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⼈⼝減少及び使⽤者の節⽔意識の向上に伴い、有収⽔量の減少
が⾒込まれる

（出典︓国立社会保障・⼈⼝問題研究所「日本の将来推計⼈⼝（平成30（2018）年推計）」）

3．課題の整理

⼈⼝の減少が予想されている
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（２）⼈⼝減少による使⽤料収⼊の減少

2021/7/27

実績 予測

有収⽔量の減少に伴い、料⾦収⼊の減少が⾒込まれる

※令和2年以降は、令和元年の1⼈1日当たり有収⽔量の実績をもとに推定

3．課題の整理

有収⽔量の減少に伴い使⽤料収入の減少が⾒込まれる
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4．課題解決に向けた今後の取組

事業運営を継続するためには、
取組が必要

効率的な事業を運⽤
広域化・共同化

【ハード対策】（事例）

【ソフト対策】（事例）

収入

収入 ⽀出

現状︓経営が安定

将来︓経営が悪化
⇒持続的な管理・運営が懸念

使⽤料収入減少 改築・更新費⽤増加

施設の⽼朽化
使⽤料収⼊の減少

⽀出
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（1）東京都流域下⽔道本部の取組
5．広域化・共同化の検討

（出典︓東京都流域下⽔道本部 広域化・共同化計画（素案概要版）抜粋）



162021/7/27

（1）東京都流域下⽔道本部の取組
5．広域化・共同化の検討

（出典︓東京都流域下⽔道本部 広域化・共同化計画（素案概要版）抜粋）
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視点 課題 目指す方向性 広域化・共同化メニュー 適⽤
状況※ 備考

施設管理
・⽼朽化の進⾏
・現在地での施設
更新が困難
・トラブルの増加

・施設の集約化によ
り管理施設数を減少
させる
・施設管理を共同化
し維持管理の効率化
を図る

単独処理区の流域編入 × 下⽔処理場なし
センターを結ぶ連絡管の整備 × 下⽔処理場なし
流域下⽔道⾬⽔幹線の整備 × 下⽔処理場なし

遠⽅監視制御 × 下⽔処理場なし

経営収⽀
・収入の減少
・維持管理費の増
大

・⽀出を減少させる

電子台帳システム（多摩セミス）
の活⽤ △

マンホールポンプ維持管理業務の
共同化 × マンホールポンプなし

管きょの維持管理の共同化 〇 管きょの維持管理検討分科会

⽔質検査業務の共同実施 ◎

武蔵野市・⼩⾦井市・⼩平市・東村山
市・東大和市・清瀬市・東久留米市・
武蔵村山市・西東京市において、平成
13年に「⽔質検査業務共同実施に関す
る協定書」を締結し、流域本部が実施
している。

排⽔設備業務の共同実施 〇 排⽔設備業務の共同化検討分科会

⾬⽔時侵入⽔対策の検討 〇

危 機 管 理
対応

・受援体制の確保
・相互⽀援体制の
強化
・豪⾬災害への対
応

・危機発生時におい
て適切に対応できる
体制を築く

多摩ルールの策定 〇 災害時BCP等検討分科会（参画中）
復旧⽀援協定の締結 〇 災害時BCP等検討分科会（参画中）
災害時のし尿受入れ × 下⽔処理場なし
緊急時の単独処理区との汚泥共同
処理 × 下⽔処理場なし

⼈材・
技術⼒

・職員数の減少
・技術⼒の低下

・技術⼒を継承でき
る体制を構築、維持

多摩30市町村情報交換会 〇
現場⾒学会・講習会 〇

※◎︓既に実施中 〇︓適⽤可能 △︓適⽤困難 ×︓適⽤不可

（１）東京都流域下⽔道本部の取組（⼩⾦井市への適⽤状況）
5．広域化・共同化の検討


